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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、独立行政法人酒類総合研究所（以下「研究所」という。）が、産学官連

携活動等を推進する上で生じうる利益相反状況を適切にマネジメントするために必要な体

制、手法等を定めることにより、研究所に対する社会的信頼を確保することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

一 「役職員等」とは、役員、職員及び任期付職員をいう。 

二 「産学官連携活動等」とは、研究所が行う次に掲げる行為をいう。 

イ 共同研究、委託研究、受託研究、請負研究、技術コンサルティング、コンソーシアム活

動等 

ロ 随意契約により行う物品、役務等の購入 

ハ 役職員等が権利者又は発明者である知的財産権の技術移転 

ニ 施設、設備、物品等の供与、借用等の受入れ 

ホ 寄附金、助成金等の受入れ 

へ 研究所の施設、設備等の提供 

ト 客員研究員、ポスドク（博士号を有し、かつ、優れた研究能力を有すると認められる研

究業務に従事する者をいう。）等の受入れ 



チ 外部委員会委員等への就任、依頼出張、受託出張等 

リ 依頼試験、分析、技術調査等 

ヌ その他理事⾧が必要と認める行為 

三 「個人的利益」とは、役職員等が行う次に掲げる行為をいう。 

イ 兼業（研究所の業務以外の業務を行うことをいう。）の実施 

ロ 株式等の保有 

ハ 役職員等が権利者又は発明者である知的財産権の保有 

四 「個人としての利益相反」とは、役職員等が産学官連携活動等の相手先から得る個人的

利益と、研究所の役職員等としての責務、研究上の責任等が相反している又は相反している

ように見える状況をいう。 

五 「組織としての利益相反」とは、研究所が産学官連携活動等の相手先から得る利益、便

益等又は当該産学官連携活動等に伴う責務と、研究所の社会的責任又は公共の利益が相反

している又は相反しているように見える状況をいう。 

六 「厚生労働科学研究等」とは、厚生労働科学研究費補助金及び厚生労働行政推進調査事

業費補助金並びに国立研究開発法人日本医療研究開発機構からの受託費、補助金等を使用

して行う研究をいう。 

七 「研究代表者等」とは、厚生労働科学研究等を実施する研究代表者及び研究分担者をい

う。 

 

第２章 利益相反マネジメント体制 

第１節 利益相反マネジメント委員会 

（設置） 

第３条 研究所に、利益相反マネジメント委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（任務） 

第４条 委員会は、理事⾧の諮問に応じ、利益相反に関する次に掲げる事項について調査審

議し、その結果を理事⾧に答申する。 

一 利益相反状況の把握に関すること。 

二 利益相反による弊害の発生を未然に防止するための対応策に関すること。 

三 利益相反状況の改善、是正等に関すること。 

四 利益相反マネジメントに係る施策の策定に関すること。 

五 利益相反マネジメントに係る指導、助言等に関すること。 

六 その他利益相反マネジメントに係る重要な事項に関すること。 

（組織） 

第５条 委員会は、委員若干名をもって組織する。 

２ 委員は、利益相反マネジメントに高い見識を有する者（第 29 条第１項の規定により理

事⾧が利益相反マネジメントを受託した研究所以外の機関に所属する研究分担者を除く。



第 11 条第１項において同じ。）のうちから、理事⾧が委嘱する。 

３ 委員会に委員⾧を置き、委員のうちから理事⾧が指名する。 

４ 委員⾧は、委員会の会務を総理する。 

５ 委員⾧に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 

（任期） 

第６条 委員の任期は１年以内とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

（開催及び議決） 

第７条 委員会の会議は、委員⾧（委員⾧に事故があるときは、第５条第５項に規定する委

員⾧の職務を代理する委員。次項から第４項まで及び次条において同じ。）が招集する。 

２ 委員会は、委員⾧が出席し、かつ、現に在任する委員の半数以上の出席がなければ、会

議を開き、議決をすることができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員⾧の決

するところによる。 

４ 前三項の場合において、委員⾧は、特に必要があると認めるときは、書面その他の手段

により委員に意見を徴し、又は賛否を問い、その結果をもって委員会の議決とすることがで

きる。 

５ 委員は、自己の利害に関係する議事に参与することができない。 

６ 前項の規定により議事に参与することができない委員の数は、第２項に規定する現に在

任する委員の数に算入しない。 

（委員以外の者の出席） 

第８条 委員⾧は、必要があると認めるときは、議事に関係のある者を出席させて、必要な

説明を求めることができる。 

（事務局） 

第９条 理事⾧は、委員会の事務を処理させるため、委員会に事務局を置く。 

２ 前項の事務局は、業務統括部門とする。 

 

第２節 利益相反カウンセラー 

（設置及び任務） 

第 10 条 委員会に、利益相反カウンセラーを置く。 

２ 利益相反カウンセラーは、役職員等からの第４条各号に掲げる事項に関する相談に対し

て、専門的見地から指導、助言等を行う。 

（利益相反カウンセラーの委嘱） 

第 11 条 利益相反カウンセラーは、利益相反マネジメントに高い見識を有する者のうちか

ら、理事⾧が委嘱する。 

（利益相反カウンセラーの任期） 



第 12 条 利益相反カウンセラーの任期は１年以内とし、再任を妨げない。ただし、補欠の利

益相反カウンセラーの任期は、前任者の残任期間とする。 

 

第３章 利益相反マネジメントの実施方法 

第１節 個人としての利益相反マネジメント 

（定期自己申告） 

第 13 条 役職員等は、自らが関係する産学官連携活動等の相手先に対する個人的利益の有

無について、毎年度１回、理事⾧にその状況を自己申告しなければならない。この場合にお

いて、虚偽の申告をしてはならない。 

（事前自己申告） 

第 14 条 役職員等は、産学官連携活動等を行おうとする場合であって、当該産学官連携活

動等の相手先に対し個人的利益を有するときは、理事⾧にその状況を事前に自己申告しな

ければならない。この場合において、虚偽の申告をしてはならない。 

（厚生労働科学研究等に係る自己申告） 

第 15 条 厚生労働科学研究等を実施する研究代表者等は、厚生労働科学研究における利益

相反(Conflict of Interest：COI)の管理に関する指針(平成 20 年 3 月 31 日科発第 0331001

号厚生科学課⾧決定)及び研究活動における利益相反管理に関する規則（平成 28 年 3 月 17

日規則第 35 号）（以下「利益相反管理指針等」という。）に定める経済的な利益関係につい

て、理事⾧に自己申告しなければならない。 

（自己申告の方法等） 

第 16 条 前三条の規定による自己申告の方法、時期、項目等は、理事⾧が別に決定する。 

（随時の自己申告） 

第 17 条 前条の規定に関わらず、理事⾧は、特に必要があると認めるときは、何時でも、役

職員等及び研究代表者等に対して自己申告を求めることができる。 

（事前相談） 

第 18 条 役職員等及び研究代表者等は、利益相反カウンセラーに対し、第４条各号に掲げ

る事項について相談することができる。 

（調査及びヒアリングの実施） 

第 19 条 理事⾧は、第 13 条から第 15 条まで及び第 17 条の規定による自己申告又は第 18

条の事前相談を行った役職員等又は研究代表者等について、その利益相反の状況について

把握するために必要な調査を行うものとする。 

２ 理事⾧は、前項の調査を行った結果、利益相反の状況にある又は利益相反の状況に陥る

可能性があると認めるときは、利益相反カウンセラーによる聞取り調査（以下「ヒアリング」

という。）を実施することができる。 

３ 前項の規定によりヒアリングの実施の対象となった役職員等（以下「ヒアリング対象者」

という。）は、必ずヒアリングを受けなければならない。 



４ 理事⾧は、第１項の調査及び第２項のヒアリングの実施のために必要があると認めると

きは、自己申告者及び関係部署に対して、自己申告者の申告に関連する資料、情報等の提供

を求めることができる。 

（ヒアリング対象者の利益相反状況に対する審議、措置等） 

第 20 条 理事⾧は、前条第２項のヒアリングを実施したときは、ヒアリング対象者に対し

て行う措置その他必要な措置について委員会に諮問するものとする。 

２ 委員会は、前項の規定により諮問を受けたときは、利益相反の状況を調査審議し、ヒア

リング対象者が利益相反の状況にある又は利益相反の状況に陥る可能性があると認めると

きは、次に掲げる事項を理事⾧に答申する。 

一 ヒアリング対象者に対して利益相反の状況の改善、是正等の勧告を行うこと。 

二 ヒアリング対象者に対して前号の勧告に係る措置に関し報告を求めること。 

三 ヒアリング対象者又は関係部署に対して利益相反による弊害の発生を未然に防止する

ための対応策について指導、助言等を行うこと。 

四 その他必要な事項 

３ 理事⾧は、前項の規定による答申を受けたときは、当該答申を踏まえた措置を講ずるも

のとする。 

 

第２節 組織としての利益相反マネジメント 

（組織としての利益相反マネジメントの対象） 

第 21 条 組織としての利益相反マネジメントは、次の各号のいずれかに該当する企業等と

行う 

産学官連携活動等を対象としてこれを行う。 

一 研究所が、次に掲げる行為を行う企業等 

イ 一定額以上の産学官連携活動等の実施 

ロ 出資による株式等の保有 

ハ その他理事⾧が必要と認める産学官連携活動等の実施 

二 役員その他前号イからハに掲げる産学官連携活動等の意思決定に関与する役職員等（以

下「意思決定者等」という。）が、個人的利益を保有する企業等 

三 その他理事⾧が必要と認める企業等 

２ 前項に掲げるもののほか、組織としての利益相反マネジメントの対象とする産学官連携

活動等の詳細、実施方法、実施時期その他必要な事項は、理事⾧が利益相反委員会に諮問し、

その答申を踏まえて別に決定する。 

（組織としての利益相反マネジメントに係る調査） 

第 22 条 理事⾧は、組織としての利益相反の状況について把握するために必要な調査を行

うものとする。 

２ 理事⾧は、前項の調査を行うために必要があると認めるときは、関係部署に対し産学官



連携活動等に関連する資料、情報等の提供を、意思決定者等に対し自らが保有する個人的利

益について申告を求めることができる。 

（組織としての利益相反状況に係る審議、措置等） 

第 23 条 理事⾧は、前条の調査を行った結果、利益相反の状況にある又は利益相反の状況

に陥る可能性があると認めるときは、意思決定者等又は関係部署に対して行う措置その他

必要な措置について委員会に諮問するものとする。 

２ 委員会は、前項の規定により諮問を受けたときは、利益相反の状況を調査審議し、利益

相反の状況にある又は利益相反の状況に陥る可能性があると認めるときは、次に掲げる事

項を理事⾧に答申する。 

一 意思決定者等又は関係部署に対して利益相反の状況の改善、是正等の勧告を行うこと。 

二 意思決定者等又は関係部署に対して前号の勧告に係る措置に関し報告を求めること。 

三 意思決定者等又は関係部署に対して利益相反による弊害の発生を未然に防止するため

の対応策について指導、助言等を行うこと。 

四 その他必要な事項 

３ 理事⾧は、前項の規定による答申を受けたときは、当該答申を踏まえた措置を講ずるも

のとする。 

 

第３節 異議の申出 

（異議の申出） 

第 24 条 ヒアリング対象者又は意思決定者等は、利益相反状況の改善、是正等の勧告を受

けた場合であって、当該勧告に異議があるときは、当該勧告を受けた日から２週間以内に、

理事⾧に対して書面により１回に限り異議を申し出ることができる。 

２ 理事⾧は、前項の規定による異議の申出を受けたときは、委員会に再度諮問しなければ

ならない。 

３ 第 20 条及び第 23 条の規定は、前項の異議の申出を受けた場合において準用する。 

 

第４章 雑則 

（秘密保持） 

第 25 条 利益相反マネジメントに関与する者は、職務上知ることのできた秘密を漏らして

はならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（守秘義務） 

第 26 条 委員及び利益相反カウンセラーは、その就任の際に、理事⾧に対し、守秘義務につ

いて誓約する書面を提出しなければならない。 

（研修） 

第 27 条 理事⾧は、利益相反マネジメントの重要性を周知徹底するために、定期的に利益

相反に関する研修を実施するものとする。 



（研究所外への公表） 

第 28 条 理事⾧は、利益相反マネジメントの実施状況について、必要と認める範囲内で公

表することにより、社会に対する説明責任を果たすよう努めるものとする。 

（利益相反審査の受託） 

第 29 条 理事⾧は、役職員等が研究代表者である厚生労働科学研究等に、研究所以外の機

関に所属する研究分担者（以下「所外研究分担者」という。）が参画している場合であって、

当該所外研究分担者が所属する機関が、利益相反管理指針等の定める利益相反委員会を設

置していないときは、当該所属機関から当該所外研究分担者に係る利益相反審査を受託す

ることができる。 

２ 理事⾧は、前項の規定により利益相反審査を受託したときは、当該所外研究分担者に自

己申告をさせるものとする。この場合において、当該所外研究分担者の所属機関は、当該自

己申告の内容が虚偽でないことを誓約する書面を提出しなければならない。 

３ 理事⾧は、第２項の規定により自己申告を行った所外研究分担者に係る利益相反マネジ

メントの実施状況について、当該所外研究分担者の所属機関に対し報告するものとする。 

４ 所外研究分担者は、第 15 条、第 17 条、第 19 条及び第 20 条の規定の適用については、

研究代表者等とみなす。 

（雑則） 

第 30 条 この規程に定めるもののほか、利益相反マネジメントの実施に関し重要な事項は、

理事⾧が委員会に諮問し、その答申を受けて別に決定する。 


